
（2026年3月期）

地域別
売上高

日本
923億円
74.3%

日本
923億円
74.3%

アジア
250億円
20.2%

アジア
250億円
20.2%

その他
68億円
5.5%

その他
68億円
5.5%

（2026年3月）

全体の売上高
1,242億円

営業利益  76億円
営業利益率  6.1%

大日精化工業について 戦略・技術 CSR・ESGの取り組み DATA

3つのコア技術
（有機無機合成・顔料処理、

分散加工、樹脂合成）

顧客ニーズへの
対応力

生産現場力

価値創造の源泉：3つの強みと顧客との価値共創 At a Glance （2026年3⽉期）
当社は、長年培ってきた独自の技術と経験を基盤に、社会や顧客の課題解決に取り組んでいます。私たちの価値創造
の根幹を成すのは、「3つの強み」と、それらを統合して発揮される「顧客との価値共創」です。

当社グループは、「3つのコア技術」「顧客ニーズへの対応
力」「生産現場力」という3つの強みを生かし、創業以来、新
分野や新市場の開発案件に対応し続け、豊富な技術を蓄積
してきました。そして現在も、幅広い業界と多様なニーズに

これら「3つの強み」を顧客の製品開発プロセスと深く結
び付けることが重要であると考え、素材の提供を通じて顧
客の製品価値を高める「価値共創」を活動の中心に据えて
います。開発の初期段階から顧客との対話を重ね、当社の
技術を課題やニーズに合わせてカスタマイズして提供する
ことで、より実効性の高いソリューションを生み出していま

私たちは、長年の着色剤事業で培った分散加工技術と独自の配合設計を核とする「特殊コンパウン
ド技術」を、顧客課題を解決しともに新しい価値を創り出すための「共創の基盤」と位置づけています。
この技術は、分散困難な材料を樹脂中に高分散させることでプラスチックに高機能を付与するもの
であり、個々の開発テーマに合わせた柔軟な設計と評価体制を整えることで、顧客の要求に応える確
かな信頼と付加価値を提供しています。現在は、モビリティ、高速通信、バイオマス素材、サーマルマ
ネジメントといった社会課題の解決に直結する分野において、トータルソリューションの視点から多く
のパートナーと共同開発を進めており、私たちの技術を「道具」としてご活用いただくことで、ともにイ
ノベーションを創出していくことを目指しています。
今後もこの技術を深化させ、新領域への挑戦を通じて、未来を切り拓くリーディングカンパニーと

して歩み続けます。

「色」の素となる顔料合成から、それを
媒体に均一に分散させる技術、そして
ウレタン樹脂などの樹脂合成技術まで
を自社で一貫して保有しています。これ
らを組み合わせることで、機能性材料と
しての価値を提供しています。

顧客との対話を重視し、個別
の技術課題に対してきめ細
かく応える姿勢を大切にして
います。要望を迅速に試作・
評価へつなげる機動力は、
長年にわたり顧客との信頼
関 係を築 い てきた 基 盤と
なっています。

多品種少量の要求に対して
も、高品質かつ安定的に製品
を供給できる体制を整えて
います。国内外の製造拠点に
おいて、長年の経験に基づく
製造ノウハウとプロセス管理
を徹底し、信頼されるモノ
づくりを追求しています。

接するなかで、新たな技術や製品を生み出すために、製造
部門、営業部門、技術部門が密なコミュニケーションを通じ
て、変化する市場環境に対応しています。

す。特に近年では、環境負荷の低減や資源循環といった社
会的な要請に対し、顧客とともに持続可能な素材開発に取
り組む機会が増えています。こうしたパートナーシップこそ
が、当社の最大の強みであり、持続的な成長を実現するた
めの源泉となっています。

1. 持続的成長を支える「3つの強み」

事業別、業界別の状況

戦略製品の状況

地域別の状況

カラー＆ファンクショナル プロダクト戦略製品

情報・電子 インクジェット用顔料・分散液、
カラーフィルタ用顔料、機能性材料

輸送機器 自動車コンパウンド・着色剤

売上高

151億円
営業利益

18億円
営業利益率

11.9%

グラフィック＆プリンティング マテリアル戦略製品

包装 ラベル用インキ、水性フレキソ、アジア向けインキ

情報・電子 成長分野への拡販（コーティング剤としての活用）

ポリマー＆コーティング マテリアル戦略製品

輸送機器 高耐久性ウレタン樹脂、環境対応型ウレタン樹脂

情報・電子 耐熱性高機能樹脂、情報・電子業界向けコーティング剤

売上高

139億円
営業利益

15億円
営業利益率

10.8%

売上高

118億円
営業利益

9億円
営業利益率

7.6%

2. 「顧客との価値共創」の推進

当社技術と価値共創の具体例　～特殊コンパウンド技術～

熱可塑性樹脂ベースの
熱伝導性コンパウンド「TM series」

包装
24%
包装

24%

輸送機器
21%
輸送機器
21%

情報・電子
17%
情報・電子
17%

産業資材
13%
産業資材
13%

その他
16%
その他
16%

建材・設備
9%

建材・設備
9%

（国内海外合計）
（2026年3月期）

業界別
売上高

グラフィック＆
プリンティング
マテリアル
売上高：310億円
売上構成比：25.0%
営業利益：8億円
営業利益率：2.7%
EBITDA：15億円
研究開発費※1：1（1）億円

ポリマー＆コーティング マテリアル
売上高：241億円
売上構成比：19.4%

営業利益：25億円
営業利益率：10.7%

EBITDA：40億円
研究開発費※1：3（9）億円

カラー＆
ファンクショナル
プロダクト
売上高：690億円
売上構成比：55.6%
営業利益：41億円
営業利益率：6.0%
EBITDA：71億円
研究開発費※1：5（7）億円

当社グループは、世界10の国・地域に15営業・生産拠点
を持ち、お客様の開発ニーズに応える体制を整えています。

※1 （　）内は、既存製品の改良等で発生した技術関連費用
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⻑期ビジョンと本中期経営計画

当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の創出のため、2025年3月期を初年度とする本中期経営計画において、
5つの基本戦略の実現に向けて取り組んでいきます。

1  技術主導による競争優位性の確保

2   事業基盤の強化のための 
海外事業の拡大

3   サステナブル社会の実現に向けた 
ESG重視の経営推進

4   HR戦略・DX推進 
本中期経営計画で新たに追加

5   資本効率を重視した経営推進 
（ROE9％以上、ROA5％以上）

本中期経営計画「明日への変革 2027」

当社グループは、2025年3月期から始まった本中期経営
計画「明日への変革 2027」において、「機能性マテリアル
分野のエクセレントカンパニーになる」ことを“10年後のあ
りたい姿”として公表し、環境への負荷を減らす事業活動に
努め、素材に機能を付与した「機能性マテリアル」を開発・供
給し続けることで、当社グループを取り巻くあらゆるステー
クホルダーとWIN＋WINの関係性を構築し、人々の暮らし
を豊かにすることを目指しています。
この“10年後のありたい姿”に向けて、前中期経営計画の
ミッションである「技術力を生かしニッチマーケットで社会に
貢献し続ける」および「サステナブル社会の実現に向けた課
題解決と新たな価値創造に取り組む」ことを継続します。

これらミッションの達成に向けて、前中期経営計画から継
続する「技術主導による競争優位性の確保」「事業基盤の強
化のための海外事業の拡大」「サステナブル社会の実現に
向けたESG重視の経営推進」という基本戦略を下支えする
ものとして、本中期経営計画では、「HR戦略・DX推進」を基
本戦略に追加し、「資本効率を重視した経営推進」に取り組
んでいきます。

成長戦略と10年後の位置づけ

10年後のありたい姿

機能性マテリアル分野の
エクセレントカンパニーになる

“10年後のありたい姿”に向けた基本戦略
本中期経営計画 売上高増額（対 2024年3月期実績）

1  技術主導

+26億円
2027年3月期計画

4  HR戦略とDX推進

5  資本効率

ROE 9%以上
ROA 5%以上

達成目標 2027年
3月期 計画

ROE 4.6%
ROA 4.3%

3  サステナビリティ

+30億円
2027年3月期計画

2  海外事業

+36億円
2027年3月期計画

全体

+102億円
2027年3月期計画

2026年3月期における売上高増額は右図
のとおりとなりました。
また、資本効率として、2027年3月期の

ROE目標を4.6％と掲げていましたが、2025
年5月には、目標ROEを5％以上とすることを
公表しており、引き続き本中期経営計画の各
施策を進めていきます。
これら各基本戦略の概要と、2年目の取り
組み結果は以下となります。

当社グループでは、保有する技術を、技術マネジメント手
法を用いて再評価し、社会的なニーズ（ESG）への貢献を最
優先課題として、オープンイノベーション、セグメント間のシ
ナジー、知財戦略などを組み合わせ、3つのコア技術（1.有
機無機合成・顔料処理技術、2.分散・加工技術、3.樹脂合成
技術）を深化させた技術開発に取り組んでいます。
本中期経営計画においても、これらコア技術は重要な基

盤として、市場規模・収益性・成長性を評価し、新規発展分野
として①IT・エレクトロニクス 機能性材料、②ライフサイエ
ンス・パーソナルケアの2つを、継続発展分野において環境
配慮型製品へのより一層のシフトをテーマとする③モビリ
ティ、④環境配慮型パッケージングを開発の中心に据え、人
財と設備と資金とを積極的に投入することを行い、技術主
導による競争優位の確保を目的とした体制の構築を進めて

当社グループの収益、成長の源泉は、国内・海外双方に存在
し、GDP高伸長国での事業展開などバランスよく事業育成を
していく必要があるとの認識の基に事業を展開してきました。
本中期経営計画では、海外事業の売上高を2027年3月
期までに2024年3月期比36億円増加させることを目標に
掲げて取り組んでいます。2年目を終了した2026年3月末

当社グループでは、サステナブルな社会の実現と中長期的な
企業価値向上のため、ESG経営を本中期経営計画の戦略の一
つに掲げています。サプライチェーンパートナーとのあらたな価
値の共創を目指して原材料調達段階から製品の廃棄に至るライ

フサイクル全体において、さまざまな取り組みを推進しています。
同時にこれら重要な経営課題におけるさまざまな外部環境、

内部環境の変化に対して、リスクと機会に効率よく対処できる
ように統合型リスクマネジメント（ERM）を運用しています。

います。その体制構築の一環として、2025年4月1日より、
技術機構の組織を、保有技術ごとの縦割り体制から開発ス
テージごとの組織体制に刷新し、お客様と対面で開発を進
めている事業機構の技術部門を一部取り込んでいます。加
えて、従来から取り組んできたオープンイノベーションなど
により技術開発・製品開発力を強化することで、技術主導に
より事業創出できる体制を構築してきています。
本中期経営計画では、技術主導による新規開発製品の売

上高を2027年3月期までに2024年3月期比26億円増加さ
せることを目標に掲げて取り組んでいます。2年目を終了した
2026年3月末時点では、売上高は12億円の増加となりまし
た。新規開発製品が売上に寄与するまでには一定程度の時間
が必要となりますが、採用内定案件も多数あり、引き続き目
標達成に向け新規開発製品の早期売上寄与を目指します。

時点では、売上高は2億円の増加（為替影響除く）となりまし
た。これは、東南アジアや中国における日系車、北米では欧
米車の販売不振や中国の景気低迷の影響を受け、低調に推
移したことによるものであり、引き続き、「地産地消」の推進
と海外拠点の拡充及び新規ビジネスの創出を軸に、積極的
な業務の展開に注力していきます。

本中期経営計画における各基本戦略と2年目（2026年3月期）の取り組み結果

4  HR戦略とDX推進

5  資本効率

2027年
3月期計画

2026年
3月期実績

+102億円 +44億円

全体

（ ＋2億円
為替影響除く）

基本戦略の2年目（2026年3月期）の取り組み結果

1   技術主導による競争優位性の確保  

2   事業基盤の強化のための海外事業の拡大    

3   サステナブル社会の実現に向けたESG重視の経営推進    

1  技術主導
2027年

3月期計画
2026年

3月期実績

+26億円 +12億円

3  サステナビリティ
2027年

3月期計画
2026年

3月期実績

+30億円 +19億円

2  海外事業
2027年

3月期計画
2026年

3月期実績

+36億円 +16億円

（達成目標）
ROE 9％以上

2027年3月期 計画
ROE 4.6%

2025年5月 上方修正
ROE 5%以上
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当社グループでは、環境負荷低減に貢献できる環境配慮
型製品に加え、人々の暮らしを豊かにする製品を含めたサ
ステナビリティ貢献製品の拡販により、サステナブル社会の
実現を推進しています。
本中期経営計画では、サステナビリティ貢献製品の売上
高を2027年3月期までに2024年3月期比30億円増加さ
せることを目標に掲げて取り組んでいます。2年目を終了し
た2026年3月末時点では、売上高は19億円増となりまし
た。これは、自動車の内装向けウレタン樹脂表面処理剤や建
材向けコーティング剤が低調に推移したものの、情報電子
材関連が好調に推移したことによります。

〈HR戦略〉
従業員の将来のありたい姿の実現に向けて「イノベー

ションが湧き上がる活力に満ちた組織風土」を醸成させて
いくことが不可欠であるとの認識を前提に、モノづくり企業
の従業員としてのエンゲージメント向上を目指したHR戦略
を推し進めています。
具体的には、当社内のエンゲージメント調査結果から、経
営方針や戦略を組織の隅々まで行き渡らせることが必要と
認識し、2025年3月期から、取締役が全国の拠点を訪れて
従業員と直接対話する「座談会」を開始し、経営層と従業員
がお互いの期待感の共有を行っています。2026年3月期も
4名の取締役が22回の座談会を実施しましたが、今後も継
続していきます。
エンゲージメント向上に関する指標としては、2027年3月
期のエンゲージメントスコアの目標設定として59％を掲げて
いましたが、2026年3月期の実績は59.4％となり、2年目で
目標値を超えることができました。これは、本中期経営計画の
諸施策が従業員に浸透したことにより、「会社が変わっていく
ことに対する期待」として捉えられた結果であると考えます。
諸施策として、2025年4月に導入した新人事制度（ジョブディ
スクリプション（JD）の策定による、明確性や公平性が確保さ
れ納得感の得られる評価制度の構築など）の導入や、2年間に
わたる座談会の実施などが挙げられると考えています。

〈DX推進〉
業務のデジタル化による効率化、データ蓄積・共有の基

盤構築を進め、データ駆動型ビジネスへの転換を目指し、
効率的で確実性の高い戦略、独創性のある製品開発を重点
的に推進します。
本中期経営計画の2年目を終了した2026年3月末時点

の状況としては、従業員の7割が生成AIを日常的に活用し
ており、生成AI浸透の元年といえる成果を上げました。
今後の施策として、マーケティング分野では「部門横断的

に市場ニーズをデータベースとして蓄積し、市場ニーズと
当社技術を結び付け新規案件を開拓する」、技術開発分野
では「使用する原材料や開発情報を横断的にデータベース
として蓄積し、これらを組み合わせ、マテリアルズ・インフォ
マティクス（MI）により開発期間を短縮する」、生産活動分野
では「製造工程をリアルタイムに見える化し、生産計画と生
産実績を高度に連動させることで、生産活動の効率化を促
進する」ことが挙げられます。また、必要なデータの蓄積を
進め、経営における迅速かつ的確な意思決定を支える強力
な基盤として活用していきます。
これらの施策を確実にするために、デジタルリテラシー向
上やAI活用の研修、データ分析のOJTなども効率的に行う
ことにより、一層のデジタル人財の基盤強化を図ることとし
ます。

中長期的な企業価値の向上に向けて、前述した4つの基
本戦略を基に既存事業の収益力強化、成長分野への投資に
より収益性の改善を進めるとともに、財務戦略として、株主
還元の強化やM&Aなどの成長投資、資本効率化策などの
BSマネジメントを進め、早期にROE9%、ROA5%の達成
を目指していきます。また、非財務戦略として、機関投資家
向け説明会、個人投資家向け説明会を継続して実施すると
ともに、IR・SR活動にも注力していきます。
本中期経営計画の最終年度である2027年3月期の目標と

して、ROE5％以上（2025年5月に上方修正）、ROA4.3%を
掲げていますが、初年度である2025年3月期は、ROE8.4％、

ROA4.0％、2年目である2026年3月期は、ROE6.1%、
ROA4.2%の結果となりました。
これは、2025年3月期においては、埼玉県川口市に所有

していた当社旧川口製造事業所跡地の売却に伴う固定資
産売却益77億6千1百万円を、2026年3月期においては、
政策保有株式の売却により投資有価証券売却益28億1千2
百万円を、それぞれ特別利益に計上したことが主要因です。
また、コロナ禍後の原材料高騰に対して当初は価格改定に
苦戦していましたが、ここ数年で回収が進んだことが、業績
面で好転している要因です。

単に法令遵守、ルール遵守にとどまるだけでは実質的なガ
バナンスの向上につながらないとの認識から、コンプライア
ンスの徹底のために経営層からのメッセージの発信・従業員
からのフィードバックを継続的に実施しています。

2025年６月27日開催の第122期定時株主総会での株主
の皆さまのご承認により、「監査等委員会設置会社」へ移行し
たことにより、委員の過半数が社外取締役で構成される監査
等委員会が、取締役の業務執行の適法性、妥当性の監査・監
督を担っており、より透明性の高い経営を実現することで、国
内外のステークホルダーの期待により的確に応えうる体制を

運営しています。
加えて、2026年1月21日開催の当社取締役会において、

取締役会は経営戦略の決定や監督に専念し、執行役員はその
戦略実行に専念するという、それぞれの役割と成果責任の明
確化を目的とした新執行役員制度の導入を決議しています。
さらには、当社が特に重要と考える業務執行分野に関し
て、責任と権限の範囲を一層明確にし、業務執行を確実に推
進することを目的としたチーフ・オフィサー制度の導入を決
議しており、これらにより、より一層のコーポレート・ガバナン
スの強化を図っていきます。
これらの新執行役員制度やチーフ・オフィサー制度の導入

と併せて、第123期の株主総会後の新体制において、新たに
短期業績連動型報酬を導入しました。各取締役（監査等委員
である取締役を除く。）が共通して責任を負う指標（連結営業
利益およびROE）と、担当する職務ごとの責任に対するその
他の指標を複数組み合わせることにより、各役員の貢献度を
適切に評価し、報酬額へ反映することで、持続的な成長と成
果創出へのコミットメントを一段と強固にする風土への変革
を進めています。
その他、サステナブル社会の実現に向けた「気候変動へ

の取り組み」「資源循環促進」などESG重視の経営推進に関
する他の活動は、P.43以降の「サステナビリティに関する考
え方」をご覧ください。

〈サステナビリティ貢献製品開発・拡販〉

〈コーポレート・ガバナンスへの一層の取り組み〉

4   HR戦略・DX推進  

5   資本効率を重視した経営推進    

〈設備投資〉
2026年3月期は、戦略製品投資として、HPU（ヒドロキシポ

リウレタン）新製法パイロットプラント、タイ現地法人の能力増
強、機能性ペースト新規生産設備導入などを実施し、老朽化対
策等の通常投資と合わせて47億円の投資を行いました。

3か年計画については、「新技術棟の建設」は、研究開発体
制の再構築および最新のDX技術を活用したR&D環境の刷
新に伴い、計画を一旦延期（△50億円）としますが、概ね計
画通り進行する見通しとなります。

〈成長投資〉
最終年度である2027年3月期までに、設備投資とは別枠

で、M&Aや資本提携などを目的として、合計150億円規模
の成長投資を見込んでいます。

M&A投資については、将来当社にとって大きな価値をも
たらすと想定される分野を特定し、それぞれの分野で買収
候補となりうる企業のリストアップを日々進めています。
2026年3月期は、絞り込んだリストの企業や外部から情報
提供のあった企業へ個別にアプローチし、基本条件の交渉
を実施しています。

中期設備投資計画（2025年3月期～2027年3月期）の2年目（2026年3月期）の総括、
ならびに成長投資の進捗について

設備投資計画 2026年3月期実績 3か年当初計画 3か年最新計画
戦略製品投資 12億円 62億円 45億円
通常投資 35億円 93億円 100億円
合計 47億円 155億円 145億円

本中期経営計画2年目
（2026年3月期）進捗

●  本中期経営計画2年目の当初計画を
達成

●  構造改革による事業PFの見直し 
および組織再編を検討中

●  既存事業の構造改革と強化
●  海外を含む成長領域における 

事業育成
●  キャッシュ・コンバージョン・サイクル
（資金回転日数）の改善

● 早期のPBR1倍達成
●  2027年3月期： 

ROE5％以上の達成

収益性の改善

企業価値向上

●  レバレッジを有効活用
●  資本コストの抑制
●  政策保有株式の継続的な縮減
●  キャッシュマネジメントシステム

の導入

BSマネジメントの
推進

●  政策保有株式16銘柄33億円売却
●  配当を年間220円実施予定 
（前期比64円増配）

●  8月自己株式315,300株11億円取得 
（発行済株式対比1.81%、分割前基準）

●  株式分割（分割比率1:4）

●  戦略投資を計画通り実施
●  M&Aターゲット領域の選定

●  監査等委員会設置会社へ移行
●  新執行役員制度およびチーフ・ 

オフィサー制度の導入決定
●  社内取締役に対する業績連動報酬

の大幅見直し決定
●  新たな人事評価制度・報酬制度を 

2025年４月より導入
●  従業員持株会向けRSの付与
●  Google Workspaceを通じたIT

ツールの強化や生成AI、ノーコード
ツールの活用

●  既存事業の構造改革と強化
●  成長領域における事業育成
●  コスト削減、価格改定による利益

率の向上

利益成長

●  コア事業および成長事業への 
積極投資

●  DXおよび人財への積極投資

経営資源の
最適化

●  財務の安定性を維持しつつ、 
資本効率と企業価値の向上

●  本中期経営計画3か年平均の総還
元性向50％以上、ただし1株あた
り年間配当金100円（25円）を下限
とする普通配当を予定

●  特別配当を2024年3月期より4
期間1株あたり30円（7円50銭）
実施

＊ 株式分割に伴い2027年3月期の数値
を（　）内に記載

株主還元

●  M&A実施時には有利子負債の 
活用を検討

●  資本コストを意識した投資判断
の徹底

投資・M&A
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